
11月4日㈯　午前11時～午後３時日時

市役所駐車場
 ご当地グルメイベント（カレーフェスティバル）、
キッチンカー、いなッピーほかキャラクターによ
るステージショー
 駐車場には限りがあります。市民球場から発着す
る無料シャトルバスを利用してください

 商工観光課　 32-1332

市制65周年記念　おかげさまで65周年感謝祭

　市制65周年を記念して、ご当地グルメイベント、
キッチンカー出店、ステージショーなどを行います。

　保育園等（保育園、認定こども園、小規模保育事
業所）に入園していない子どもの保護者に、紙おむ
つやおしり拭きなど子育て関連商品を購入できる
クーポン券を交付します。
 市内在住で保育園等に入園していない０歳～２歳
の子どもの保護者
 子どもが３歳となる誕生日の前月分まで、１人
につき１か月当たり2,000円分（500円×４枚）
のクーポン券を交付
 クーポン券の発送は対象となる子どもの誕生日
（転入日）により異なります。発送日や利用可能
店舗など、詳しくは、 1011405 で確認して
ください

●取扱店舗を募集しています
　クーポン券を利用できる店舗を
随時募集しています。
 おむつ用品等を取り扱う市内店舗

子育て支援課　 32-1299

　障害のある人もない人もお互いを尊重し、支え合
うまちを目指すために定めた稲沢市障害者計画、稲
沢市障害福祉計画、稲沢市障害児福祉計画の見直し
を行うにあたり、広く意見を募集します。
※結果は、市のホームページで公表し、個別には回
答しません
募 集期間　10月20日㈮まで
閲 覧場所　市役所市民ホール、福祉課、支所、市民
センター　※市のホームページからも閲覧できます
提 出方法　計画案に対する意見と住所、氏名、電話
番号を記入の上、持参、郵送（〒492-8269　住
所不要）、FAX（32-1219）または 1011371 
から福祉課（ 32-1281）へ

　市内の飲食店が“カレー＋稲沢らしさ”を
テーマに、お店独自のこだわりを加えて開発
したご当地グルメを提供します。
　イベント開催日以外にも、ご当地グルメ事
業への参加店舗ではグルメメニューを味わう
ことができます。

ご当地グルメイベント
（カレーフェスティバル）

保育園等未入園児のご家庭へ
おむつ用品等の購入を支援します

稲沢市障害者計画等（案）
パブリックコメント募集

詳しくはこちら
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お知らせ

国民健康保険税は
世帯主にかかります

1001008
　会社や事業所などを退職し、
次の会社などの健康保険に入る
までの間は、国民健康保険（国保）
に加入しなければなりません。
　国保は世帯単位で加入し、納
税義務者はその世帯の世帯主で
す。世帯主が国保に加入してい
ない場合でも世帯主が納税義務
者となります。納税義務者宛て
に納税通知書を送付しますので、
納期限までに納めてください。
※ 国民健康保険税（国保税）は、
年度途中で国保の資格を取得
または喪失した場合、月割り
で計算します
●無保険状態の方は届け出を
　国保加入の届け出が遅れる
と、その期間に病気やけがをし
ても保険で医療機関にかかるこ
とができないだけでなく、国保
税がさかのぼってかかります。
会社などを退職し、無保険の状
態になっている方は、速やかに
国保年金課、支所、市民センター
へ届け出てください。
 国保年金課
　 32-1312

弁護士による
債務者無料相談会

1006224
　国民健康保険税などの支払い
に困っている方を対象に債務相
談を随時受け付けています。
 国保年金課（ 32-1312）へ
 相談後の債務整理などの弁護
士費用は有料

行政書士による無料相談
1001398

●一日無料相談所
 10月31日㈫、午前10時～
午後４時
市役所会議室1
●定例の無料相談
  10月18日㈬、12月20日㈬、
令和６年２月21日㈬

　午後１時～４時
市役所相談室２
 建設業・農地転用・土地開
発・食品営業・産業廃棄物
処理などの行政許認可手続
き、法人設立・帰化・在留
資格手続き、遺言・遺産分
割協議書の作成、成年後見、
戸籍関係届出など
愛知県行政書士会一宮支部
　立松智美
　 0586-55-1022

不動産鑑定士による
無料相談会
 10月21日㈯、午前10時～
午後４時
勤労福祉会館第１会議室
 土地価格・地代・家賃・借地
権・相続時の土地の分割・不
動産の有効活用に対するアド
バイスなど
（公社）愛知県不動産鑑定士協会
　 052-241-6636

私立高等学校授業料補助
1001370

 市内在住で、10月１日現在、
私立高等学校（通信制課程、
専攻科、別科、専修学校を除
く）に在学する生徒の授業料
を負担している方
補 助額　年１万円（授業料負担
者が、今年度の住民税が非課
税または均等割のみの場合や
生活保護を受けている場合は
年１万3,000円。国や県の
補助制度により納入する授業
料が補助額に満たない場合は
実際の納入額が限度）　※年
１万円を超える場合、証明書
類が必要
 申請書（在学証明が必要）を、
在学する学校の指定する日ま
でに学校へ提出するか、10
月31日㈫（必着）までに持
参、郵送（〒492-8269　
住所不要）で庶務課（ 32-
1435）へ

財源確保のため有料広告を掲載しています。広告内容の問い合わせは、直接広告主へお願いします。

広
告

広
告
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